
ユニ・チャームの高原でございます。

本日はご多忙のおり、ユニ・チャーム株式会社 2022年12月期第2四半期 決算説明
会に、ご参加を賜りまして、誠にありがとうございます。

早速ではございますが、

内容の説明に入らさせていただきます。
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最初に、2022年12月期第2四半期決算の概要でございます。
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資料3ページをご覧ください。

こちらが2022年12月期第2四半期決算の総括になります。
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資料の４Pをご覧下さい。

連結決算のハイライトです。

2022年12月期第2四半期決算の業績につきましては、

売上高は、4,216億円、11.8％増収となり、第2四半期累計期間としましては過去最高を
更新し、コア営業利益は、554億円、10.3%減益となりました。

昨今のオイル市況の高止まりの影響もあり原材料費が高騰し、また物流費率の高まり
などがあり、コア営業利益率は3.3P悪化し13.1％となりました。

連結業績予想につきましては、表の右にありますように、売上高、コア営業利益、税引
前四半期利益は順調に推移し、親会社の所有者に帰属する四半期利益は若干遅れ
ています。その要因は、税金費用の部分で、円安が想定以上に進み、留保利益にか
かわる税効果で負担税率が上昇したことが主要因です。

業績の詳細については、次ページ以降でご説明いたします。
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資料の５Pをご覧下さい。

四半期別の業績推移でございます。

2020年からのCOVID-19 禍でも安定した売上高成長は継続しており、当四半期も上海

におけるロックダウンの影響はありましたが、その他の各国、各地域で当社が扱う商品
カテゴリーの市場は改善し、環境変化に対応しながらトップラインの拡大を進めること
ができました。

また、当四半期も、更なる原材料や物流費などの高騰がきついなか、高い利益水準を
確保できました。
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資料の6Pをご覧下さい。

次にコア営業利益の増減でございます。

表の左の項目にある販売管理費については、売上高比率としては0.6P改善しましたが
、増収にともない増加した部分もあり約84億円増となりました。

特に、物流費については、昨今のサプライチェーンの混乱やオイル高騰もあり、インド
ネシアや日本、インド、中国などで増加しました。

また、その他費用の項目で38億円増加している主なものは、人件費、研究開発費、市
場調査費、ベトナムでの環境税などとなります。

一方、広告費は、日本を中心に消費者が見る媒体へと効率的な広告投下を実施し15
億円減少となりました。

次に、粗利益に関連する原材料関連は昨年下期からの急激な原材料単価の上昇で粗
利益が約177億円減少となりました。

これを吸収するにあたり、各国、各地域での継続的な付加価値商品の展開で、消費者
へ上手く価値を訴求し、価格と数量の部分でバランスをとりながら、原材料関連の増加
を吸収することで粗利益は20億円増加となりました。
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資料の7Pをご覧下さい。

次に所在地別セグメント情報でございます。

まず日本におきましては、増収減益で売上高は2.5％増収、10.7%減益となり、コア営業
利益率は原材料価格や物流費の高騰などの影響があり2.6P悪化し17.9%となりました。

そのような環境の中、フェミニンケアはプレミアム化が促進し1桁後半の増収となり、増
益を達成できました。また、ウェルネスケアの大人用紙おむつとペットケアが、それぞ
れ増収、マージンは悪化しましたが、高いレベルの収益性は確保できました。またマス
クなどの衛生関連商品で高い需要が継続し、それに応えてまいりました。

次にアジア地域についてです。

アジア地域におきましても、増収減益で、売上高は14.1％増収、コア営業利益は13.3%
減益、コア営業利益率は11.2％となりました。

アジア各国において、急激な原材料価格や物流費などの高騰の影響を受けておりま
すが、想定内で順調に推移しております。

増収減益の主要因は、中国が影響しております。

中国では、ベビーケアにおける第1四半期に実施した日本製から中国製プレミアム品
へのシフトによる在庫調整を進めたことと、ロックダウンにおける、生産停止による欠品
の影響や物流の混乱で、売上高は約134億円 コア営業利益で約30億円ほど全事業
において影響を受けたことが主要因です。そんな中でも、フェミニンケアは、プレミアム
商品であるオーガニックコットン素材の商品や、ショーツ型ナプキンなどが引き続き好
調に推移しました。また、ベビーケアも中国産プレミアム品は順調に伸長しております。

最後に、その他地域につきましては、増収増益で、売上高は27.4％増収、コア営業利
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益は4.2%増益。コア営業利益率は9.1％と2P悪化となりました。

増収増益を牽引したのは、北米のペットでございます。

北米のペットケアについては、猫おやつなどで、付加価値を付けながら価値転嫁を実施
した結果、21%増収となり、収益性も改善できました。

中東につきましては、サウジアラビア国内が好調に伸長し、eコマースチャネルでは約3
倍の成長や、ウェルネスケアにおける販売チャネルの開拓、商品では引き続きオリーブ
オイル配合の紙おむつや、生理用品、またマスクなどの販売強化により増収となりまし
た。

ブラジルについては、1月度のCOVID-19の再拡大の影響で、サプライチェーンが滞った
影響もありましたが、第2四半期から市場の回復とともに、ベビーケアで成長基調へ転
換できております。また価値転嫁は進めるも、為替環境も悪く、原材料価格高騰の影響
もあり吸収できず減益となりました。
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資料の8Pをご覧下さい。

海外売上高比率のグラフです。

構成比としては、海外が66.1%となり、アジアは47.6%まで拡大しております。
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資料の9Pをご覧下さい。

所在地別のコア営業利益率推移グラフです。

今四半期は、急激なコスト上昇や中国におけるロックダウンなどの影響があり、前期と
比較し悪化しておりますが、過去からみても決して低い収益性ではないと思います。

2019年度と比較し、今期は更に原材料が高騰しているにもかかわらず、売上原価率が

改善している今般の収益性のベースにあるのは、各国、各地域で継続的に消費者に
寄り添い消費者を理解した付加価値商品の投入や、人口動態や経済状況にそった持
続的な商品ミックスの改善、生産性の改善などを確実に実行してきた結果が、このよう
な厳しい環境下でも高い収益率が確保できている要因と考えております。

下期から各国、各地域で、新しい付加価値商品などによる価値転嫁を強化しますので
、第2四半期を底に、収益性の改善に努めてまいります。
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資料の10Pをご覧下さい。

事業別セグメント情報でございます。

パーソナルケアの増収減益については、

繰り返しとなりますが、急激なコスト上昇と、中国でのロックダウンの影響もあり、ベビ
ーケアが減益となりましたが、フェミニンケアとウェルネスケア、キレイケアがそれぞれ2

桁増収で順調に伸長し増益となりました。中でも、フェミニンケアは、日本と東南アジア
が貢献し増収増益となりました。

ペットケアについては、増収増益となりました。内容としましては、北米が増収増益で牽
引しました。先程、地域別で説明したとおり、価値転嫁を実施し、猫おやつなどが大きく
貢献しました。

一方、国内は引き続き売上高は高成長で、4月から価値転嫁を実施し、少しずつ成果

は出てきております。収益性については原材料高騰もあり悪化しました。

また、中国でも積極的に費用を投下し事業拡大の準備を進めておりますので費用が先
行しております。そして、タイ、インドネシアでも同様に事業拡大を進めております。
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資料の11Pをご覧下さい。

各通貨の為替変動による影響でございます。

各通貨のレート変動によりまして、

決算レートにおける財務諸表の換算の影響は、

売上高は、前期比で約274億円の増収効果がありました。

コア営業利益につきましては、約30億円の増益効果がありました。
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ここからは、今年2月に発表した2022年12月期の業績予想から、色々、外部環境にも
変化がございましたので、それについての対応を、ご説明いたします。
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資料13ページをご覧ください。

連結業績予想サマリーでございます。

売上高は、8,500億円、8.6%増収、コア営業利益は、1,270億円、3.7%増益と、当
初どおりでございます。

進捗状況としては、売上高は上振れで推移し、コア営業利益は想定線で推移し
ております。

今回の当初予想は、原材料価格の高騰や物流費率の高止まりなど、ある程度
のコスト上昇は見込んでおりましたが、この短期間で様々な環境変化がありまし
た。

そのような中、ウクライナ情勢の先行き不透明に関連して、特に原材料のコスト
が上昇する見込みとなっております。その原材料関連のコストですと、当初174
億円高騰と計画しておりましたが、足元のオイル市況などから約363億円高騰と
なり、当初比較では189億円の増加となります。

この対応策として、既に上期は、北米ペットケア、インドネシアなどで、付加価値
商品による価値転嫁を実施し、順調に成果は出ております。下期は、各国、各
地域でも、市場環境をみながら、新たな付加価値商品などにより価値転嫁を強
力に推進し、上期の状況からもトップラインを年間通して約300億円程度上方達

成したいと考えております。また、販促費や広告費などのマーケティング費用の
効率化、生産性改善も引き続き実施することでコスト吸収を進め、業績予想の
達成に向けて努めてまいります。

13



資料の14Pをご覧下さい。

これが、トップラインを約300億円引き上げた際の下期におけるコア営業利益の増減で
ございます。

下期109億円増益で、年間業績予想の1,270億円を達成できる見込みとなります。

先程ご説明したとおり、下期は、日本、アジア、中東など、各地で、価値転嫁を様々な
方法で実施し、また、継続した商品ミックスの改善やマーケティング費用の効率化、生
産性改善などで、原材料や物流費などのコスト上昇を吸収し、業績予想の達成に努め
てまいります。
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次に株主還元政策についてご説明致します。
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資料の16Pをご覧下さい。

当社の株主還元政策については、引き続き、継続的な成長を実現するための事業投
資を優先しながら、2022年度も総還元性向50％の利益還元を計画しております。
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資料の17Pをご覧下さい。

1株当たり配当金についてですが

2022年度 第2四半期末1株あたりの配当金が1円増配の19円を予定どおり決議いたし
ました。

また期末1株あたり配当金についても1円増配の19円を実施する予定でございます。
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資料の18Pをご覧下さい。

自己株式の取得の推移でございます。

2022年度も、2月の取締役会で、上限取得価額170億円 上限420万株の取得を決議し
ておりますので、機動的に自己株式を取得しています。

7月末現在で、約90億円取得しました。

今後も、安定的かつ継続的な配当と自己株式取得を合わせて実施し、株主の皆さまへ
の利益還元を重要な経営方針のひとつと考え、持続的なキャッシュ・フローの創出によ
る企業価値の向上に努めてまいります。
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資料の19P以降、こちらも、これまでご説明させていただいてきた、中長期ESG
目標についての取り組み状況ですが、時間の関係上割愛させていただきます。

後ほどご確認いただけましたら幸いです。
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